
コロナ特例の整理（老健施設＆リハビリ共通）

文書名 問番号

第１報 1(1)

全サービス

(1) 新たに介護が必要になった場合の要介護認定の
取扱い

具体的な取扱いについては、「令和元年度台風第19号に伴う災害におけ
る介護報酬等の取扱いについて」（令和元年10月15日付厚生労働省老健
局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）における取扱いの考え
方を参考：
被災等により他の市町村に避難した者について、新たに介護が必要と
なった場合は 、避難先の市町村において要介護認定の事務を代行 し、
事後的に避難元の市町村に報告する等の柔軟な 取扱いと しても差し支
えない 。その際、認定の重複を避けるため、可能な範囲であらかじめ避難
前の市町村と連絡をとる等、適切な対応を図られたい。

終了 3

第１報 1(5)

全サービス

(5)認知症専門ケア加算の 算定要件について 具体的な取扱いについては、「令和元年度台風第19号に伴う災害におけ
る介護報酬等の取扱いについて」（令和元年10月15日付厚生労働省老健
局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）における取扱いの考え
方を参考：
(5)認知症専門ケア加算の 算定要件について今般の災害等やむを得ない
事情により、新規利用者の受け入れ等を行った事業所については、認知
症専門ケア加算の要件の算出の際、当該利用者数等を除外して差し支え
ない。

一部修正 2-(1)

第１報 1(6)

全サービス

(6) サービス提供体制強化加算の算定要件について 具体的な取扱いについては、「令和元年度台風第19号に伴う災害におけ
る介護報酬等の取扱いについて」（令和元年10月15日付厚生労働省老健
局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）における取扱いの考え
方を参考：
今般の被災等により、 介護職員等の増員や新規利用者の受け入れ等を
行 った事業所については 、サービス提供体制強化加算の有資格者等の
割合の計算の際、 当該職員及び利用者数等を除外して算出してもよい 。
また、サービス提供体制強化加算の算定要件として定期的な会議の開催
を求めているサービスについては、今般の被災等により、やむを得ず当該
要件を満たすことができなくなった場合についても、当該加算の算定は可
能である。

一部修正 2-(1)

第１報 1(7)

全サービス

(7) サービス事業所等が被災したことにより、一時的
に指定等基準や介護報酬の算定要件に係る人員基
準を満たすことができなくなる場合

具体的な取扱いについては、「令和元年度台風第19号に伴う災害におけ
る介護報酬等の取扱いについて」（令和元年10月15日付厚生労働省老健
局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）における取扱いの考え
方を参考：
指定等基準や基本サービス費に係る施設基準、 基準以上の人員配置を
した場合に算定可能となる加算（ 看護体制加算など ）、有資格者等を配
置した上で規定の行為を実施した場合に算定可能となる加算（ 個別機能
訓練加算など ）については、利用者の処遇に配慮した上で柔軟な対応が
可能である。

一部修正 2-(1)

第１報 1(8)

全サービス

(8)被災したことにより賃金改善実施期間内の 処遇
改善が困難な場合における 処遇改善加算（介護予
防・日常生活支援総合事業において介護職員処遇
改善加算 及び介護職員等 特定処遇改善加算 相当
の事業を実施している場合を含む。）の取扱いにつ
いて

具体的な取扱いについては、「令和元年度台風第19号に伴う災害におけ
る介護報酬等の取扱いについて」（令和元年10月15日付厚生労働省老健
局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）における取扱いの考え
方を参考：
①賃金改善計画における 賃金改善実施期間内の賃金改善が困難な場合
賃金改善計画における賃金改善実施期間を令和元 年 10 月以降ま でに
設定している処遇改善加算の申請事業者においては、被災した ことによ
り、当該計画期間中の賃金改善の実施が困難となる事例も想定されると
ころである。
こうした事業者については、被災したことに伴い、賃金改善計画内の処遇
改善加算の従業者への支給が困難となり、かつ期間を超えて処遇改善加
算の従業者への支給がなされることが見込まれる場合、都道府県等の判
断において、当該年度の賃金改善実施期間を超えて従業者に対して支給
された処遇改善加算の額を賃金改善額として認めて差し支えないものと
する。
②実績報告書の取扱い
①の場合の事業者の実績報告書の取扱いについては、各事業年度にお
ける最終の加算の支払いがあった月の翌々月の末日までに、都道府県知
事等に対して実績報告書を提出することとなっているが、今般の被災 状
況を踏まえ、都道府県等の判断において、提出期限を適宜延長すること
ができるものとする。

終了 3

第２報 1

全サービス

1. 休業となった事業所と異なる事業所、公民館等の
場所を使用して、当該事業所が指定を受けたサービ
スに相当するサービスを提供した場合

算定方法
通常提供しているサービス費と同様に、サービス提供時間等に応じ介護
報酬を算定すること

継続 1

第４報 3

全サービス

令和２年２月 24 日付事務連絡「新型コロナウイルス
感染症に係る介護 サービス事業所の人員基準等の
臨時的な取扱いについて（第２報）」別紙 １におい
て、「休業となった事業所と異なる事業所、公民館等
の場所を使 用して、当該事業所が指定を受けた
サービスに相当するサービスを提供し た場合」の取
扱いが示されているが、公民館以外の場所はどのよ
うな場所 を指すのか。

一定の広さを確保でき、安全面や衛生面の観点からサービスを提供する
にあたって差し支えない場所を指す。なお、サービスの提供にあたって
は、都道府県、保健所を設置する市又は特別区と相談し、また利用者の
意向を踏まえて実施されたい

継続 1

第６報 7

全サービス

地域医療介護総合確保基金における介護施設等に
おける新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事
業の介護施設等の消毒・洗浄経費支援について、外
部の事業者に消毒業務を委託して実施する場合に
必要となる費用は、介護施設等の消毒・洗浄経費の
支援対象となるのか。

介護施設等の消毒・洗浄経費の支援については、感染が疑われる者が発
生した場合に、介護施設等内で感染が拡がらないよう、利用者・従事者が
触れる箇所や物品等の消毒・洗浄に必要な費用について補助するもので
あり、介護施設等の消毒業務を外部に委託して実施する場合の費用につ
いても、補助の対象として差し支えない。

終了 3
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第７報 1

全サービス

2019 年度介護報酬改定に関するQ&A（Vol.4）（令和
２年３月30 日）において、「令和２年４月分の介護職
員処遇改善加算又は特定処遇改善加算を取得しよ
うとする介護サービス事業所等は、令和２年４月15
日までに介護職員処遇改善計画書・介護職員等特
定処遇改善計画書を提出する」こととされているが、
新型コロナウイルス感染症への対応により期限まで
の提出が難しい場合、どのような対応が可能か。

新型コロナウイルス感染症への対応により、期限までの提出が難しい場
合、指定権者に対し、４月15 日までに、
・ 新型コロナウイルス感染症への対応により期限までの計画書の提出が
難しいこと
・ 要件を満たし算定を行う介護職員処遇改善加算又は特定処遇改善加
算の区分
を説明することで、４月サービス提供分より算定することが可能である。こ
の場合、本年７月末までに計画書を提出すること。なお、計画書の提出時
点において、算定区分が異なる場合等は、過誤処理を行うこととなる。

終了 3

第11報 7

全サービス

 「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事
業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第７
報）」（令和２年４月９日厚生労働省老健局総務課認
知症施策推進室ほか連名事務連絡）問１で、新型コ
ロナウイルス感染症への対応により、令和２年４月分
の介護職員処遇改善加算又は特定処遇改善加算を
取得しようとする介護サービス事業所等で、期限まで
の提出が難しい場合の取扱いが示されているが、５
月、６月分について、新型コロナウイルス感染症への
対応により期限までの提出が難しい場合も、これに
準じた対応が可能か。

５月及び６月サービス提供分についても、「新型コロナウイルス感染症に
係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第７
報）」問１に準じた取扱いが可能である。

終了 3

第11報 8

全サービス

令和元年度に取得した介護職員処遇改善加算等に
ついて、令和元年度の実績報告書について、新型コ
ロナウイルス感染症への対応により期限までの提出
が難しい場合、どのような対応が可能か。

各事業年度における最終の加算の支払があった月の翌々月の末日まで
に、 都道府県等に対して実績報告書を提出することとなっているが、新型
コロナ ウイルス感染症への対応により提出が難しい場合は、提出期限を
８月末まで 延長することが可能である 終了 3

第19報 2

全サービス

新型コロナウイルス感染症への対応として、介護職
員に対し、臨時的に慰労金や手当等を支給した場
合、実績報告書や処遇改善計画書において、どのよ
うな取扱いとなるのか。

○ 介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算について
は、加算による収入額を上回る賃金改善を行うことを担保する仕組みとし
て、実績報告書及び処遇改善計画書の作成を求めており、職員に支払い
を行った賃金については、実績報告書及び処遇改善計画書に記載するこ
とが必要である。
○ 一方で、新型コロナウイルス感染症の影響がある中、国においても新
型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（介護分）により、介護職員
への慰労金の支給を進めてきたところであるが、慰労金は賃金に該当し
ないものであり、実績報告書及び処遇改善計画書における賃金にも含め
る必要はないこと。
○ なお、事業所において、独自に新型コロナウイルス感染症への対応と
して、通常の昇給等による基本給の増加や手当の支給等（以下「通常の
賃金増」という。）とは別に、臨時的・特例的に慰労金と同趣旨の賃金の支
払いを行っている場合、実績報告書及び処遇改善計画書における賃金に
含まない取扱いとすることも差し支えないこと。
当該取扱いを行うに当たっては、通常の賃金増とは明確に区別を行う必
要があるとともに、職員から当該取扱いに係る質問があった場合は、丁寧
に説明を行うことが必要であること。

終了 3

第22報 1

ほぼ全サービ
ス

人員配置基準において保健師、看護師又は准看護
師（以下「看護職員」という。）の配置が求められる介
護サービスに従事する看護職員が、自治体の依頼を
受け自治体が準備する接種会場等における新型コ
ロナウイルスワクチンの接種に協力する場合、人員
配置基準の取扱いはどのようになるのか。

事業所・施設の看護職員が、自事業所・施設の利用者等へのサービス提
供に差し支えない範囲において、自治体の依頼を受け、新型コロナワクチ
ンの接種に協力する場合は、人員基準上の配置等に影響しない取扱いと
なる。ただし、自事業所・施設の利用者等の心身の状態の把握等の健康
管理や看護の提供に支障がないよう、当該時間中の連絡体制等を整えて
おくこと。
また、看護職員について人員配置基準以上の人員配置をした場合等に算
定可能となる加算（看護体制加算、看護体制強化加算、看護職員配置加
算等）についても、同様に体制等を整えることを前提とし、自治体の依頼を
受け、新型コロナワクチンの接種に協力する場合は、当該加算の配置に
係る要件に影響しない取扱いとなる

継続 1

第24報 1

全サービス

 介護サービス事業所に勤務する職員が新型コロナ
ウイルスワクチンの接種を受けることや接種後の副
反応によって一時的に不足する場合について、人員
配置基準等の取扱いはどのようになるのか。

介護サービス事業所に勤務する職員が新型コロナウイルスワクチンの接
種を受けることや接種後の副反応により、一時的に人員配置基準を満た
さなくなる場合、柔軟な対応をして差し支えない。
また、基準以上の人員配置や有資格者等の配置により算定可能となる加
算について、介護サービス事業所に勤務する職員が新型コロナウイルス
ワクチンの接種を受けることや接種後の副反応により、一時的に加算の要
件を満たさなくなった場合も、柔軟な対応をして差し支えない。
なお、介護サービス事業所に勤務する職員が新型コロナウイルスワクチン
の接種を受ける際には、同一事業所内では職員の接種日を分散させるな
ど、利用者の処遇に影響しないよう可能な限り接種日等の調整を行うこ
と。

継続 1

第24報 2

全サービス

介護サービスに従事する医師又は看護職員が、大
規模接種会場での接種や職域接種等における新型
コロナウイルスワクチンの接種に協力する場合、「新
型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所
の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第 21
報）」（令和３年５月６日付厚生労働省老健局高齢者
支援課ほか連名事務連絡）及び「新型コロナウイル
ス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等
の臨時的な取扱いについて（第 22 報）」（令和３年５
月 20 日付厚生労働省老健局高齢者支援課ほか連
名事務連絡）と同様、自事業所・施設の利用者等の
心身の状態の把握等に支障がないよう、当該時間中
の連絡体制等を整えておく場合には、人員基準上の
配置等に影響しない取扱いとして差し支えないか。

差し支えない。

継続 1



第25報 1

全サービス

「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事
業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて(第21
報)」(令和3年5月6日付厚生労働省老健局 高齢者支
援課ほか連名事務連絡)、「新型コロナウイルス感染
症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時
的な取扱いについて(第22報)」(令和3 年5月20日付
厚生労働省老健局高齢者支援課ほか連名事務連
絡)及び「新型コロナウイルス感染症に係る介護サー
ビス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについ
て(第24報)」(令和3年7月2日付厚生労働省老健局高
齢者支援課ほか連名事務連絡)について、各事務連
絡の適用日以前に生じた事例についても、人員基準
等について同様の取扱いとして差し支えないか。

差し支えない。

継続 1


